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健康保険組合の令和４年度予算編成における納付金等の 

見込額の算出方法について 

 

 

健康保険制度の円滑な実施に当たっては、平素より格段のご協力、ご尽力を

賜り厚く御礼を申し上げます。 

令和４年度予算編成に当たって、標記にかかる資料を別紙のとおり送付いた

しますので、参考としてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

納 付 金 の 計 算 表 等 
 

別表１－１ 令和４年度前期高齢者交付金（見込）の計算表 

別表１－２ 令和２年度前期高齢者交付金（確定）の計算表 

別表２－１ 令和４年度前期高齢者納付金（見込）の計算表 

別表２－２ 令和２年度前期高齢者納付金（確定）の計算表 

別表３   令和４年度後期高齢者支援金（見込）の計算表 
 
（別紙１）令和２年度保険者別前期高齢者給付費額等実績通知書（抜粋） 

（別紙２）令和２年度法定給付費額報告書 

（別紙３）令和２年度加入者数等報告書 
 
別表４   令和４年度退職者給付拠出金（見込）の計算表 

別表５   令和４年度日雇拠出金（見込）の計算表 

別表６   令和４年度病床転換助成関係事務費拠出金（見込）の計算表 

 

（留意点） 

※１ 令和４年度前期高齢者交付金、納付金及び後期高齢者支援金（見込）は令和２年度の

実績を用いて算定されることから今後各保険者が社会保険診療報酬支払基金に対して報

告する令和４年度の標準報酬総額の見込額を除き、令和４年 10 月に予定される短時間労

働者の適用拡大の影響は反映されないことに留意すること。 

また、当該適用拡大の影響が著しい場合には、別途社会保険診療報酬支払基金が示す

過大又は過小に係る補正申請要件の対象とする予定であること。 

  （納付金等の確定時（翌々年度）には当該適用拡大の影響が反映された実績を用いて算

定されること。） 

 

※２ 令和２年度確定後期高齢者支援金の支援金調整率については、加算対象保険者、減算

対象保険者、それ以外の保険者ごとに、次の諸率を用いて下さい。 

・加算対象保険者   「令和２年度後期高齢者支援金の加算対象保険者への該当につい

て」（令和３年 12 月 24 日付事務連絡）で示された率 

・減算対象保険者   「令和２年度後期高齢者支援金の減算対象保険者への該当見込み

について」（令和３年 12月 24 日付事務連絡）で示された率 

・それ以外の保険者  100/100 

＜関連する計算式＞ 

 

別表１－２ VⅠ－２    ２年度当該保険者前期高齢者に係る後期高齢者支援金の確定額 

別表２－２ VⅠ      ２年度当該保険者確定前期高齢者納付金額 

別表２－２ VⅠ－１－B  ２年度当該保険者前期高齢者に係る後期高齢者支援金の確定額 

別表２－２ VⅠ－２－①  ２年度当該保険者負担調整対象額 

別表２－２ VⅠ－２－②  ２年度当該保険者特別負担調整対象額 

別表３   VⅠ       ２年度当該保険者確定後期高齢者支援金額の算定式 

 

※３ 各保険者の医療費適正化努力を勘案するという観点から、平成 29年度より前期財政調

整における負担調整額について、各保険者の前期高齢者の医療費水準を反映することと

されました。 

別 紙 



 

具体的には、一人当たり前期高齢者給付費額が少ない上位５％程度の保険者を「低医

療水準保険者」とし、負担調整額の算定に当たっては、低医療水準保険者と低医療水準

保険者以外の保険者ごとに負担調整額調整率を用いることとされました。 

平成２年度負担調整額の確定負担調整額調整率については、低医療水準保険者、低医

療水準保険者以外の保険者ごとに、次の諸率を用いて下さい。なお、低医療水準保険者

とは、一人当たり前期高齢者給付費額が 202,187 円以下の保険者となります。 

・低 医 療 水 準 保 険 者  90.0200507955/100 

・低医療水準保険者以外の保険者 100.0200507955/100 

 

＜関連する計算式＞ 

 

別表２－２ Ⅵ－３    ２年度当該保険者負担調整額（低医療費水準保険者の場合） 

別表２－２ Ⅵ－３    ２年度当該保険者負担調整額（低医療費水準保険者以外の場合） 

 

※４ 令和４年度後期高齢者関係事務費拠出金額の算定式における４年度後期高齢者関係事

務費算定基礎額は、令和３年度と同様「3円 90 銭」となります。 

健康保険法等の一部を改正する法律（平成 18年法律第 83号）附則第 38条第 4項の規

定により、平成 30年 4月 1 日から老人保健特別会計の権利及び義務は後期高齢者医療特

別会計に帰属していますが、老人保健特別会計における事務費勘定には一部債務が残っ

ており、４年度後期高齢者関係事務費算定基礎額は、この債務を長期的に解消するため

に必要な費用を含めて算出しています。 

 

 

※５ 平成 28 年度より病床転換助成関係事務費拠出金の徴収が再開されたところですが、病

床転換支援金は、これまで同様「0円」となります。 

 

 

※６ 平成 27 年度以降の国民健康保険法附則第 21 条第１項に規定する特例退職被保険者等

の取扱いについては、下記の表のとおりとなりますので、ご留意ください。 

（注） 国民健康保険法附則第 21 条第１項に規定する特例退職被保険者は、健康保険法附則

第３条第１項に規定する健康保険の被保険者のうち、平成 26年度までの間において、国

民健康保険法附則第６条第１項の規定による退職被保険者となることができる者に限る。

また、その被扶養者については、65歳に達する日の属する月の翌月以後であるもの又は

同一の世帯に属さない者を除く。 
 

国民健康保険法附則第21

条第１項に規定する特例

退職被保険者（65 歳に達

する日の属する月の翌月

以後であるものを除く。） 

平成 27 年度以降新規に

特例退職被保険者に適用

された者（国民健康保険

法附則第 21 条第１項に

規定する特例退職被保険

者には該当しないもの） 

被保険者 
その 

被扶養者 
被保険者 

その 

被扶養者 

① 令和４年度当該保険者の標準報酬総額の見

込額 
含めない － 含める － 

② 令和４年度当該特定健康保険組合に係る特

例退職被保険者及びその被扶養者である加

入者の見込数（③と同値） 

含める 含める 含めない 含めない 



 

③ 令和４年度当該特定健康保険組合に係る特

例退職被保険者等見込数（②と同値） 
含める 含める 含めない 含めない 

④ 令和４年度当該特定健康保険組合の特例退

職被保険者等の療養の給付費等の見込額 含める 含める 含めない 含めない 

⑤ 令和４年度当該特定健康保険組合の特例退

職被保険者の居住する各市町村の特例退職

被保険者等に係る国民健康保険の保険料

（税）相当額 

含める 含める 含めない 含めない 

 

 

＜①～⑤に関連する計算式等＞ 

 

  ①：別表３   Ｖ            ４年度当該保険者概算後期高齢者支援金額 

 

：別表４   Ⅱ        令和４年度概算療養給付費等拠出金 

②令和４年度概算療養給付費等拠出金 

   

③：別表４   Ⅱ           令和４年度概算療養給付費等拠出金 

                      ⑪ 令和４年度の当該特定健康保険組合の特例退職被保 

険者等見込数 

   

④：別表４   Ⅱ           令和４年度概算療養給付費等拠出金 

                      ⑦ 令和４年度拠出金控除対象額の見込額 

  

 ⑤：別表４   Ⅱ            令和４年度概算療養給付費等拠出金 

                      ⑦ 令和４年度拠出金控除対象額の見込額 

 



＝

円

Ⅴ Ⅵ Ⅲ

円 円 円 円

※　諸係数については、政府予算案に基づく数値であり、予算編成のための暫定数値である。

※　４年度概算前期高齢者交付金額－((２年度概算前期高齢者交付金額－２年度確定前期高齢者交付金額）＋４年度前期高齢者交付調整金額）の合計がマイナス
  　の場合は、前期高齢者交付金分は、社会保険診療報酬支払基金に返還することとなる。

別 表 １ － １ 令 和 ４ 年 度 前 期 高 齢 者 交 付 金 （ 見 込 ） の 計 算 表

（ 被 用 者 保 険 等 保 険 者 ）

※　法：高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）
　　政令：前期高齢者交付金及び後期高齢者医療の国庫負担金の算定等に関する政令（平成１９年政令第３２５号）
　　省令：高齢者の医療の確保に関する法律による保険者の前期高齢者交付金等の額の算定等に関する省令（平成１９年厚生労働省令第１４０号）

－

４年度当該保険者
前 期 高 齢 者
交 付 金 額

４ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者
交 付 調 整 金 額

４ 年 度
当 該 保 険 者
概 算 前 期 高 齢 者
交 付 金 額 － ＋

２ 年 度 当 該 保 険 者
概 算 前 期 高 齢 者
交 付 金 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
確 定 前 期 高 齢 者
交 付 金 額

（法第３２条第１項）

（法第３３条第１項）

（法第３４条第１項） （法第３５条第１項） （法第３３条第２項）



Ⅴ　４年度　当該保険者　概算前期高齢者交付金額（当該額が零を下回る場合には、零とする。）

Ⅴ Ⅴ－１ Ⅴ－２ Ⅴ－３

円 円 円 円

Ⅴ－１　４年度　当該保険者　調整対象給付費見込額

Ⅴ－１ Ⅰ－２ Ⅰ－３

円 円 円

＝ －

４年度当該保険者
概算調整対象基準額

４年度当該保険者
調整対象外給付費
見 込 額

－

４年度当該保険者
前期高齢者に係る
後期高齢者支援金の
概 算 額

＋

４ 年 度
当 該 保 険 者
概 算 前 期 高 齢 者
交 付 金 額

４ 年 度 当 該 保 険 者
調 整 対 象 給 付 費
見 込 額

４ 年 度 当 該 保 険 者
調 整 対 象 給 付 費
見 込 額

４ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者 給 付 費
見 込 額

＝

（法第３４条第１項） （法第３４条第１項第１号） （法第３４条第１項第２号） （法第３４条第３項）

（法第３４条第２項） （法第３４条第２項第１号） （法第３４条第２項第２号）



Ⅴ－２　４年度　当該保険者　前期高齢者に係る後期高齢者支援金の概算額

Ⅰ－１－Ｂ－①

Ⅴ－２

人

100 / 100
Ⅰ－１－Ｂ－②

円

人

Ⅴ－３　４年度　当該保険者　概算調整対象基準額

Ⅴ－３ Ⅴ－１ Ⅴ－２ Ⅰ－１－Ａ

円 円 円

＝

＝

円

別表３のＶの額

＋

４年度当該保険者
加 入 者 見 込 数

４年度概算額補正率

0.983809272978

４年度当該保険者
概算加入者調整率

円

×＋

４ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者 に 係 る
後期高齢者支援金の
概 算 額

４ 年 度 当 該 保 険 者
調 整 対 象 給 付 費
見 込 額

４年度当該保険者
前期高齢者に係る
後期高齢者支援金の
概 算 額

４年度当該保険者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

４年度当該保険者概算
後期高齢者支援金額

／

４ 年 度 当 該 保 険 者
概算調整対象基準額

×

４年度当該保険者
前 期 高 齢 者
加 入 者 見 込 数

４年度当該保険者
病 床 転 換 支 援 金

0

×

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）

（法第３４条第１項第２号） （法第１２０条第１項第１号） （法第１２０条第３項） （法附則第１３条）

（省令第８条第１項）

（省令第１９条第２項）

（法第３４条第３項） （法第３４条第２項） （法第３４条第１項第２号） （法第３４条第４項） （法第３４条第５項）

（政令第２５条の２の２）



Ⅰ－１－Ａ　４年度　当該保険者　概算加入者調整率

Ⅰ－１－Ａ

Ⅰ－１－Ｂ

４ 年 度 全 保 険 者
平 均 前 期 高 齢 者
加 入 率 見 込 値

４年度当該保険者
概算加入者調整率

＝

４ 年 度 概 算 補 正 係 数

1.10016

0.15132280

×

４ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者
加 入 率 見 込 値

（小数点以下第５位未満を四捨五入）

（小数点以下第５位未満を四捨五入）

（法第３４条第５項）

（省令第９条第１項）

（省令第１０条第１項）

（省令第１０条第２項）

（省令第９条第３項）



Ⅰ－１－Ｂ　４年度　当該保険者　前期高齢者加入率見込値

Ⅰ－１－Ｂ－①

Ⅰ－１－Ｂ 人 人

Ⅰ－１－Ｂ－②

人 人

４ 年 度 伸 率

0.96749

×

※　下限１．００／１００に満たない場合は１．００／１００とする。（法第３４条第５項）

＝

４年度当該保険者
前 期 高 齢 者
加 入 者 見 込 数

２年度当該保険者
加 入 者 数

４ 年 度 伸 率

２年度当該保険者
前期高齢者加入者数

４年度当該保険者
加 入 者 見 込 数

４年度当該保険者
前 期 高 齢 者
加 入 率 見 込 値

＝

× ＝

0.98247

（１未満の端数を四捨五入）

（１未満の端数を四捨五入）

（小数点以下第８位未満を四捨五入）

（省令第１０条第２項）

（省令第８条第１項第１号） （省令第８条第１項第２号） （省令第８条第１項）

（省令第１９条第２項第１号） （省令第１９条第２項第２号） （省令第１９条第２項）



Ⅰ－２　４年度　当該保険者　前期高齢者給付費見込額

Ⅰ－２

0.98086
円 円

Ⅰ－３　４年度　当該保険者　調整対象外給付費見込額（当該額が零を下回る場合には、零とする。）

Ⅰ－３ Ⅰ－２ Ⅰ－１－Ｂ－①

422,228 1.57
円 円 人 円

４年度当該保険者
調 整 対 象 外
給 付 費 見 込 額

４ 年 度 全 保 険 者
１人平均前期高齢者
給 付 費 見 込 額

×

４ 年 度
調整対象外基準率

×

４年度当該保険者
前 期 高 齢 者
加 入 者 見 込 数

４ 年 度 伸 率

４年度当該保険者
前 期 高 齢 者
給 付 費 見 込 額

＝

２年度当該保険者
前期高齢者給付費額

－

×

＝

４年度当該保険者
前 期 高 齢 者
給 付 費 見 込 額

（１円未満の端数を四捨五入）

（１円未満の端数を四捨五入）

（法第３４条第２項第１号）

（省令第５条第１項）

（省令第５条第１項第１号） （省令第５条第１項第２号）

（法第３４条第２項第２号）

（省令第６条第１項）

（法第３４条第２項第１号）

（省令第５条第１項）

（省令第８条第１項） （法第３４条第６項）

（省令第１１条）

（法第３４条第２項第２号）



Ⅲ　４年度　当該保険者　前期高齢者交付調整金額の算定式

Ⅲ Ⅵ

0.000220
円 円 円

４ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者
交 付 調 整 金 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
概 算 前 期 高 齢 者
交 付 金 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
確 定 前 期 高 齢 者
交 付 金 額

４ 年 度 前 期 高 齢 者
交 付 算 定 率

＝ － ×

（１円未満の端数を切り捨て）

（法第３３条第２項） （法第３５条第１項） （省令第３条）



Ⅵ Ⅵ－１ Ⅵ－２ Ⅵ－３

円 円 円 円

Ⅵ－１　２年度　当該保険者　調整対象給付費額

Ⅵ－１ Ⅱ－２ Ⅱ－３

円 円 円

－

－

２ 年 度 当 該 保 険 者
確 定 前 期 高 齢 者
交 付 金 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
調 整 対 象 給 付 費 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者 に 係 る
後 期 高 齢 者 支 援 金 の
確 定 額

＋

２ 年 度 当 該 保 険 者
調 整 対 象 給 付 費 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者 給 付 費 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
調 整 対 象 外 給 付 費 額

＝

＝

２ 年 度 当 該 保 険 者
確 定 調 整 対 象 基 準 額

（ 被 用 者 保 険 等 保 険 者 ）

別 表 １ － ２ 令 和 ２ 年 度 前 期 高 齢 者 交 付 金 （ 確 定 ） の 計 算 表

Ⅵ　２年度　当該保険者　確定前期高齢者交付金額（当該額が零を下回る場合には、零とする。）

（法第３５条第１項） （法第３５条第１項第２号）

（法第３５条第２項） （法第３５条第２項第１号）

（法第３５条第３項）

（法第３５条第２項第２号）

（法第３５条第２項）



Ⅵ－２　２年度　当該保険者　前期高齢者に係る後期高齢者支援金の確定額

Ⅱ－１－Ｂ－①

Ⅵ－２ 別表３のⅥの額

人

Ⅱ－１－Ｂ－②

円 円 円

人

２ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者
加 入 者 数

0

＝ /

100

２ 年 度 当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

２ 年 度 当 該 保 険 者
病 床 転 換 支 援 金

＋

/

２ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者 に 係 る
後 期 高 齢 者 支 援 金 の
確 定 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
加 入 者 数

×

（法第３５条第１項第２号） （法第１２１条第１項第１号）

（省令第８条第１項第１号）

（省令第２０条第２項）

（法第１２１条第２項） （法附則第１３条）

（１円未満の端数を切り捨て）

○ 「令和２年度後期高齢者支援金の加算対象保険者への該当について」(令和３年12月24日付事務連絡)により、

加算対象保険者に該当した旨を通知された場合は、通知に記載の加算率を用いること。

○ 「令和２年度後期高齢者支援金の減算対象保険者への該当見込みについて」(令和３年12月24日付事務連絡)により、

減算対象保険者に該当した旨を通知された場合は、通知に記載の減算率を用いること。

○ 加算対象保険者又は減算対象保険者に該当した旨を通知されていない場合は、令和２年度加算・減算制度の

対象外保険者であるため、「１００分の１００」を用いること。

（１円未満の端数を切り捨て）

（政令第２５条の３）



Ⅵ－３　２年度　当該保険者　確定調整対象基準額

Ⅵ－３ Ⅵ－１ Ⅵ－２ Ⅱ－１－Ａ

円 円 円

２ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者 に 係 る
後 期 高 齢 者 支 援 金 の
確 定 額

＝ ＋

２ 年 度 当 該 保 険 者
確 定 調 整 対 象 基 準 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
調 整 対 象 給 付 費 額

×

２ 年 度
確 定 額 補 正 率

0.982023297290

×

２ 年 度 当 該 保 険 者
確 定 加 入 者 調 整 率

（１円未満の端数を切り捨て）

（法第３５条第３項） （法第３５条第２項） （法第３５条第１項第２号） （法第３５条第４項）

（１円未満の端数を切り捨て）

（法第３５条第５項）



Ⅱ－１－Ａ　２年度　当該保険者　確定加入者調整率

Ⅱ－１－Ａ

Ⅱ－１－Ｂ

２年度当該保険者
前 期 高 齢 者
加 入 率

×

２年度当該保険者
確定加入者調整率

＝

２ 年 度 全 保 険 者
平 均 前 期 高 齢 者
加 入 率

２ 年 度
確 定 補 正 係 数

1.10745

0.15410442

（小数点以下第５位未満を四捨五入）
（小数点以下第５位未満を四捨五入）

（法第３５条第５項）

（省令第１５条により準用された

省令第９条第１項）

（省令第１５条により準用された

省令第１０条第１項）

（省令第１５条により準用された

省令第１０条第２項）

（省令第１５条により準用された

省令第９条第３項）



Ⅱ－１－Ｂ　２年度　当該保険者　前期高齢者加入率

Ⅱ－１－Ｂ－①

Ⅱ－１－Ｂ 人

Ⅱ－１－Ｂ－②

人

※　下限１．００／１００に満たない場合は１．００／１００とする。（法第３５条第５項）

２年度当該保険者
前 期 高 齢 者
加 入 者 数

２年度当該保険者
前 期 高 齢 者
加 入 率

＝

２年度当該保険者
加 入 者 数

（省令第１５条により準用さ

れた省令第１０条第２項）

（省令第８条第１項第１号）

（省令第２０条第２項）

（小数点以下第８位未満を四捨五入）



Ⅱ－２　２年度　当該保険者　前期高齢者給付費額

Ⅱ－２

円 円

Ⅱ－３　２年度　当該保険者　調整対象外給付費額（当該額が零を下回る場合には、零とする。）

Ⅱ－３ Ⅱ－２ Ⅱ－１－Ｂ－①

円 円 人 円

－

２ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者
加 入 者 数

×

２ 年 度
当 該 保 険 者
調 整 対 象 外
給 付 費 額

＝

２年度当該保 険者
前 期 高 齢 者
給 付 費 額

２年度当該保 険者
前 期 高 齢 者
給 付 費 額

２年度当該保 険者
前 期 高 齢 者
給 付 費 額

＝

×

２ 年 度
調整対象外基準率

1.56

２ 年 度 全 保 険 者
１人平均前期高齢者
給 付 費 額

413,850

（１円未満の端数を四捨五入）

（法第３５条第２項第１号） （省令第１２条）

（法第３５条第２項第２号）

（省令第１３条第１項）
（省令第８条第１項第１号） （法第３５条第６項）

（省令第１６条）
（法第３５条第２項第２号）

（省令第１２条）

（法第３５条第２項第１号）



円

Ⅴ Ⅵ Ⅲ Ⅳ

円 円 円 円 円

※　諸係数については、政府予算案に基づく数値であり、予算編成のための暫定数値である。

※　４年度概算前期高齢者納付金額－((２年度概算前期高齢者納付金額－２年度確定前期高齢者納付金額）＋４年度前期高齢者納付調整金額）の合計がマイナス
　　の場合は、前期高齢者納付金分は還付される。なお、この場合であっても前期高齢者関係事務費拠出金分については別途拠出が必要となる。

別 表 ２ － １ 令 和 ４ 年 度 前 期 高 齢 者 納 付 金 （ 見 込 ） の 計 算 表

（ 被 用 者 保 険 等 保 険 者）

※　法：高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）
　　政令：前期高齢者交付金及び後期高齢者医療の国庫負担金の算定等に関する政令（平成１９年政令第３２５号）
　　省令：高齢者の医療の確保に関する法律による保険者の前期高齢者交付金等の額の算定等に関する省令（平成１９年厚生労働省令第１４０号）

４年度当該保険者
前 期 高 齢 者
納 付 金 等 額

４ 年 度 当 該 保 険 者
概 算 前 期 高 齢 者
納 付 金 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
概 算 前 期 高 齢 者
納 付 金 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
確 定 前 期 高 齢 者
納 付 金 額

４ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者
納 付 調 整 金 額

４ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者 関 係
事 務 費 拠 出 金 額

＝

－ － ＋ ＋

（法第３６条第１項）

（法第３７条第１項）

（法第３８条第１項） （法第３９条第１項） （法第３７条第２項） （法第４０条）



Ⅴ　４年度　当該保険者　概算前期高齢者納付金額（概算負担調整基準超過保険者の場合であって特別概算負担調整基準超過保険者を除く）

※別表３のⅤの額

Ⅴ－１

100 /100 0
円 円 円 円

Ⅴ－１ Ｉ－２

100 /100 0 0.55209
円 円 円

の場合

Ⅴ Ⅴ－１ Ｖ－２－① Ｖ－３

円 円 円 円

＋

４ 年 度 当 該 保 険 者
病 床 転 換 支 援 金 額

４ 年 度
負 担 調 整 基 準 率

×

＋

４ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
概 算 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

>

４ 年 度
当 該 保 険 者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

４ 年 度
当 該 保 険 者
概 算 前 期 高 齢 者
納 付 金 額

＝

４ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
概 算 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

４ 年 度 当 該 保 険 者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

４ 年 度
当 該 保 険 者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

４ 年 度 当 該 保 険 者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

／

／

４ 年 度
当 該 保 険 者
負担調整対象見込額

－

４ 年 度 当 該 保 険 者
法 定 給 付 費 見 込 額

４ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
概 算 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

＋

４ 年 度
当 該 保 険 者
負 担 調 整 見 込 額

＋

４ 年 度 当 該 保 険 者
病 床 転 換 支 援 金 額

＋ ＋

（法第１２０条第１項第１号）
（政令第２５条の２の２）

（法第１２０条第３項）

（法附則第１３条）

（法附則第１３条）

（法第３８条第２項）

（法第３８条第２項）

（法第１２０条第１項第１号）

（法第３８条第１項第１号ロ(2)） （法第３８条第４項）

（法第３８条第２項）（法第３８条第１項第１号） （法第３８条第１項第１号） （法第３８条第３項）

（法第１２０条第３項）

（政令第２５条の２の２）

（法第３８条第１項第１号）

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）



Ⅴ　４年度　当該保険者　概算前期高齢者納付金額（特別概算負担調整基準超過保険者の場合）

※別表３のⅤの額

Ⅴ－１

100 /100 0
円 円 円 円

Ⅴ－１ Ｉ－２

100 /100 0 0.4939508
円 円 円

の場合であって、 である場合

円 円

Ⅴ Ⅴ－１ Ｖ－２－② Ｖ－３

円 円 円 円

４ 年 度 特 別 負 担
調 整 基 準 率

／ ＋ ＋ ×

４ 年 度 当 該 保 険 者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

４ 年 度 当 該 保 険 者
病 床 転 換 支 援 金 額

４ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
概 算 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

４ 年 度 当 該 保 険 者
法 定 給 付 費 見 込 額

＋

４ 年 度
当 該 保 険 者
負 担 調 整 見 込 額

＝

４ 年 度
当 該 保 険 者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

４ 年 度 当 該 保 険 者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

４ 年 度 当 該 保 険 者
病 床 転 換 支 援 金 額

４ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
概 算 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

－ ＋

２ 年 度 に お け る
当 該 保 険 者 の
被保険者一 人当 たり
総 報 酬 額

４ 年 度
当 該 保 険 者
概 算 前 期 高 齢 者
納 付 金 額

４ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
概 算 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

４ 年 度
当 該 保 険 者
特 別 負 担 調 整
対 象 見 込 額

４ 年 度 に お け る
政 令 で 定 め る
財 政 力 の 基 準

5,642,363

＜

４ 年 度
当 該 保 険 者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

／ ＋ ＋ >

（法第３８条第１項第２号）

（法第１２０条第１項第１号） （法第１２０条第３項） （法附則第１３条） （法第３８条第２項） （法第１２０条第１項第１号）

（法第１２０条第３項） （法附則第１３条） （法第３８条第２項） （法第３８条第１項第２号ロ(2)） （法第３８条第５項）

（法第３８条第１項第２号） （法第３８条第２項） （法第３８条第１項第２号） （法第３８条第３項）

令和３年７月21日付支払基金通知（本財調徴）000041に基づき報告した

「令和２年度被用者保険等保険者標準報酬総額報告書」（後期支様式第2
号）の「⑤標準報酬総額」の数値を令和３年４月21日付支払基金通知（本財

調徴）000012に基づき報告した「令和２年度加入者数等報告書」（前期様式

第８号）の月平均被保険者数で除した額（１円未満の端数を切り捨て）

（政令第２５条の２の２）

（政令第２５条の２の２）

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）



5,642,363
の場合であって、

円 円  ※別表３のⅤの額

Ⅴ－１

100 /100 0
円 円 円 円

Ⅴ－１ Ｉ－２

100 /100 0 0.55209
円 円 円

である場合

又は

Ⅴ　４年度　当該保険者　概算前期高齢者納付金額（概算負担調整基準超過保険者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び特別概算負担調整基準超過保険者以外の場合）

＋

４ 年 度
負 担 調 整 基 準 率

×＋

＜

４ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
概 算 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

４ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
概 算 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

４年度当該保険者
法定給付費見込額

＋

４ 年 度
当 該 保 険 者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

＋

４年度当該保険者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

／

＋

４年度当該保険者
病床転換支援金額

／

４年度当該保険者
病床転換支援金額

２ 年 度 に お け る
当 該 保 険 者 の
被保険者一人当たり
総 報 酬 額

４ 年 度 に お け る
政 令 で 定 め る
財 政 力 の 基 準

≧

４ 年 度
当 該 保 険 者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

４ 年 度
当 該 保 険 者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

（法第３８条第２項）（法附則第１３条）（法第１２０条第１項第１号） （法第１２０条第３項） （法第１２０条第１項第１号）

（法第３８条第４項）（法附則第１３条）（法第１２０条第３項） （法第３８条第１項第１号ロ(2)）（法第３８条第２項）

（法第３８条第１項第３号）

令和３年７月21日付支払基金通知（本財調徴）000041に
基づき報告した「令和２年度被用者保険等保険者標準報酬

総額報告書」（後期支様式第2号）の「⑤標準報酬総額」の数

値を令和３年４月21日付支払基金通知（本財調徴）000012
に基づき報告した「令和２年度加入者数等報告書」（前期様

式第８号）の月平均被保険者数で除した額（１円未満の端数

を切り捨て）

（政令第２５条の２の２）

（政令第２５条の２の２）

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）



5,642,363
の場合であって、

円 円  ※別表３のⅤの額

Ⅴ－１

100 /100 0
円 円 円 円

Ⅴ－１ Ｉ－２

100 /100 0 0.4939508
円 円 円

である場合

Ⅴ Ｖ－１ Ｖ－３

円 円 円

４ 年 度
特別負担調整基準率

／ ＋

４ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
概 算 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

＋ ＋ ×

４年度当該保険者
法定給付費見込額

４年度当該保険者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

４ 年 度
当 該 保 険 者
概 算 前 期 高 齢 者
納 付 金 額

４ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
概 算 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

４ 年 度
当 該 保 険 者
負 担 調 整 見 込 額

＝ ＋

４年度当該保険者
病床転換支援金額

４ 年 度
当 該 保 険 者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

４年度当該保険者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

４年度当該保険者
病床転換支援金額

＜＋

４ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
概 算 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

４ 年 度
当 該 保 険 者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

／ ＋

２ 年 度 に お け る
当 該 保 険 者 の
被保険者一人当たり
総 報 酬 額

４ 年 度 に お け る
政 令 で 定 め る
財 政 力 の 基 準

＜

（法第３８条第５項）

（法第１２０条第１項第１号）

（法第１２０条第３項） （法第３８条第１項第２号ロ(2)）

（法第３８条第２項）（法附則第１３条）（法第１２０条第１項第１号） （法第１２０条第３項）

（法附則第１３条） （法第３８条第２項）

（法第３８条第１項第３号）

（法第３８条第１項第３号） （法第３８条第２項） （法第３８条第３項）

（政令第２５条の２の２）

（政令第２５条の２の２）

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）

令和３年７月21日付支払基金通知（本財調徴）000041に
基づき報告した「令和２年度被用者保険等保険者標準報酬

総額報告書」（後期支様式第2号）の「⑤標準報酬総額」の数

値を令和３年４月21日付支払基金通知（本財調徴）000012
に基づき報告した「令和２年度加入者数等報告書」（前期様

式第８号）の月平均被保険者数で除した額（１円未満の端数

を切り捨て）



Ⅴ－１　４年度　当該保険者　負担調整前概算前期高齢者納付金相当額（当該額が零を下回る場合には、零とする。）

Ⅴ－１ Ⅴ－１－Ａ Ⅰ－１－Ｂ Ⅴ－１－Ｂ

円 円 円

Ⅴ－１－Ａ　４年度　当該保険者　概算調整対象基準額

Ⅴ－１－Ａ Ⅰ－１－Ｂ Ⅴ－１－Ｂ Ⅰ－１－Ａ－①

円 円

４ 年 度
概 算 額 補 正 率

×

0.983809272978

４ 年 度 当 該 保 険 者
概 算 加 入 者 調 整 率

×

４ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者 に 係 る
後 期 高 齢 者 支 援 金 の
概 算 額

円

４ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
概 算 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

４ 年 度 当 該 保 険 者
概 算 調 整 対 象 基 準額

４ 年 度 当 該 保 険 者
調 整 対 象 給 付 費
見 込 額

＋－＝

４ 年 度 当 該 保 険 者
概 算 調 整 対 象 基 準 額

４ 年 度 当 該 保 険 者
調 整 対 象 給 付 費
見 込 額

＝ ＋

４ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者 に 係 る
後 期 高 齢 者 支 援 金 の
概 算 額

円

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）

（法第３８条第２項） （法第３４条第３項） （法第３４条第２項） （法第３４条第１項第２号）

（法第３４条第３項） （法第３４条第２項） （法第３４条第１項第２号） （法第３４条第４項） （法第３４条第５項）



Ⅴ－１－Ｂ　４年度　当該保険者　前期高齢者に係る後期高齢者支援金の概算額

Ⅰ－１－Ａ－③

Ⅴ－１－Ｂ 別表３のＶの額

Ⅰ－１－Ａ－④

円 円

人

４ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者
加 入 者 見 込 数

４ 年 度 当 該 保 険 者
加 入 者 見 込 数

人

４ 年 度 当 該 保 険 者
病 床 転 換 支 援 金 額

0

×

円

＋

４ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者 に 係 る
後 期 高 齢 者 支 援 金 の
概 算 額

＝

４ 年 度
当 該 保 険 者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

／

４ 年 度
当 該 保 険 者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

100 /100

（法第１２０条第１項第１号）

（１円未満の端数を切り捨て）

（省令第８条第１項）

（省令第１９条第２項）

（法第３４条第１項第２号） （法第１２０条第３項） （法附則第１３条）

（政令第２５条の２の２）



Ⅰ－１－Ａ－①　４年度　当該保険者　概算加入者調整率

Ⅰ－１－Ａ－①

Ⅰ－１－Ａ－②

４年度当該保険者
概算加入者調整率

４ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者
加 入 率 見 込 値

＝

４ 年 度
概 算 補 正 係 数

1.10016

0.15132280

４ 年 度 全 保 険 者
平 均 前 期 高 齢 者
加 入 率 見 込 値

×

（小数点以下第５位未満を四捨五入）

（小数点以下第５位未満を四捨五入）

（法第３４条第５項）

（省令第９条第１項）

（省令第１０条第１項）

（省令第１０条第２項）

（省令第９条第３項）



Ⅰ－１－Ａ－②　４年度　当該保険者　前期高齢者加入率見込値

Ⅰ－１－Ａ－③

Ⅰ－１－Ａ－② 人 人

Ⅰ－１－Ａ－④

人 人

＝

４年度当該保険者
前 期 高 齢 者
加 入 率 見 込 値

×

※　下限１．００／１００に満たない場合は１．００／１００とする。（法第３４条第５項）

＝

４ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者
加 入 者 見 込 数

２年度当該保険者
加 入 者 数

４ 年 度 伸 率

４ 年 度 伸 率
２年度当該保険者
前期高齢者加入者数

４ 年 度 当 該 保 険 者
加 入 者 見 込 数

＝

×

0.98247

0.96749

（１未満の端数を四捨五入）

（１未満の端数を四捨五入）

（小数点以下第８位未満を四捨五入）

（省令第１０条第２項）

（省令第８条第１項第１号） （省令第８条第１項第２号） （省令第８条第１項）

（省令第１９条第２項第１号） （省令第１９条第２項第２号） （省令第１９条第２項）



Ⅰ－１－Ｂ　４年度　当該保険者　調整対象給付費見込額

Ⅰ－１－Ｂ Ⅰ－１－Ｂ－① Ⅰ－１－Ｂ－②

円 円 円

Ⅰ－１－Ｂ－①　４年度　当該保険者　前期高齢者給付費見込額

Ⅰ－１－Ｂ－①

0.98086
円 円

Ⅰ－１－Ｂ－②　４年度　当該保険者　調整対象外給付費見込額（当該額が零を下回る場合には、零とする。）

Ⅰ－１－Ｂ－② Ⅰ－１－Ｂ－① Ⅰ－１－Ａ－③

422,228 1.57
円 円 人 円

４ 年 度
調 整 対 象 外
基 準 率

４ 年 度 全 保 険 者
１人平均前期高齢者
給 付 費 見 込 額

４ 年 度 当 該 保 険 者
調 整 対 象 外
給 付 費 見 込 額

＝

４ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者
給 付 費 見 込 額

－

４ 年 度 当 該 保 険 者
調 整 対 象 外
給 付 費 見 込 額

××

４ 年 度 伸 率

４ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者
加 入 者 見 込 数

×

４ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者
給 付 費 見 込 額

－

＝

２ 年 度 当 該 保 険 者
前期高齢者給付費額

４ 年 度 当 該 保 険 者
調 整 対 象 給 付 費
見 込 額

＝

４ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者
給 付 費 見 込 額

（１円未満の端数を四捨五入）

（１円未満の端数を四捨五入）

（法第３４条第２項） （法第３４条第２項第１号） （法第３４条第２項第２号）

（法第３４条第２項第１号）

（省令第５条第１項）

（省令第５条第１項第１号） （省令第５条第１項第２号）

（法第３４条第２項第２号）

（省令第６条第１項）

（法第３４条第２項第１号）

（省令第５条第１項）

（省令第８条第１項） （法第３４条第６項）

（省令第１１条）
（法第３４条第２項第２号）



Ⅰ－２　４年度　当該保険者　法定給付費見込額

Ⅰ－２ Ⅰ－２－Ａ Ⅰ－２－Ｂ Ⅰ－２－Ｃ

円 円 円 円

４ 年 度 当 該 保 険 者
法 定 給 付 費 見 込 額

４ 年 度 当 該 保 険 者
給 付 費 見 込 額
（若人の給付費額）

４ 年 度 当 該 保 険 者
日 雇 拠 出 金 見 込 額

４ 年 度 当 該 保 険 者
療 養 給 付 費 等
拠 出 金 見 込 額

＝ ＋ ＋

（法第３８条第１項第１号ロ(2)）

（法第３８条第１項第２号ロ(2)）

（省令第１８条第１項）

（省令第１８条第１項第１号） （省令第１８条第１項第３号）（省令第１８条第１項第２号）



Ⅰ－２－Ａ　４年度　当該保険者　給付費見込額（若人の給付費額）

Ⅰ－２－Ａ

1.02264
円 円

Ⅰ－２－Ｂ　４年度　当該保険者　日雇拠出金見込額

Ⅰ－２－Ｂ

2.68684
円 円

Ⅰ－２－Ｃ　４年度　当該保険者　療養給付費等拠出金見込額

Ⅰ－２－Ｃ

0.00000
円 円

４年度当該保険者
給 付 費 見 込 額
（若人の給付費額）

２ 年 度 当 該
保 険 者 給 付 費 額
（若人の給付費額）

４ 年 度 伸 率

＝ ×

４年度当該保険者
療 養 給 付 費 等
拠 出 金 見 込 額

４ 年 度 伸 率

×

４年度当該保険者
日雇拠出金見込額

２年度当該保険者
確定日雇拠出金額

＝

＝

２年度当該保険者
確定療養給付費等
拠 出 金 額

４ 年 度 伸 率

×

（１円未満の端数を四捨五入）

（１円未満の端数を四捨五入）

（１円未満の端数を四捨五入）

（省令第１８条第１項第１号）

（省令第１８条第１項第２号）

（省令第１８条第１項第３号）

（省令第１８条第１項第２号イ）

（省令第１８条第１項第１号イ）

（省令第１８条第１項第３号イ） （省令第１８条第１項第３号ロ）

（省令第１８条第１項第２号ロ）

（省令第１８条第１項第１号ロ）



Ｖ－２－①　４年度　当該保険者　負担調整対象見込額

Ｖ－２－① Ⅴ－１

0
円 円 円 円

Ⅴ－１ Ⅰ－２

0 0.55209
円 円 円 円

※別表３のⅤの額

Ｖ－２－②　４年度　当該保険者　特別負担調整対象見込額

Ｖ－２－② Ⅴ－１

0
円 円 円 円

Ⅴ－１ Ⅰ－２

0 0.4939508
円 円 円 円

※別表３のⅤの額

Ｖ－３　４年度　当該保険者　負担調整見込額

177 100 /100
円 円 人

４ 年 度
特別負担調整基準率

×

４ 年 度
負 担 調 整 基 準 率

＋ ＋ ×

４ 年 度 当 該保 険者
法 定 給 付 費見 込額

４ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
概 算 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

４ 年 度 当 該保 険者
法 定 給 付 費見 込額

＋

４ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
概 算 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

＝ ＋

４ 年 度
当 該 保 険 者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

４ 年 度 当 該 保 険 者
病 床 転 換 支 援 金 額

＋

４ 年 度 当 該 保 険 者
病 床 転 換 支 援 金 額

＋

４ 年 度
当 該 保 険 者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

／

４ 年 度
当 該 保 険 者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

／

100 /100

４ 年 度
当 該 保 険 者
負担調整対象見込額

４ 年 度
当 該 保 険 者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

Ｖ－３

４ 年 度
当 該 保 険 者
負 担 調 整 見 込 額

４ 年 度
１ 人 当 た り の
負 担 調 整 対 象 見 込 額

＝

４ 年 度
当 該 保 険 者
特 別 負 担 調 整
対 象 見 込 額

４ 年 度
当 該 保 険 者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

＝

Ⅰ－１－Ａ－④

４ 年 度 当 該 保 険 者
加 入 者 見 込 数

×

－

４ 年 度
当 該 保 険 者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

／

－ /

４ 年 度
当 該 保 険 者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

４ 年 度
当 該 保 険 者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

100 /100

100 /100

100 /100

４ 年 度 概 算 負 担
調 整 額 調 整 率

×

４ 年 度 当 該 保 険 者
病 床 転 換 支 援 金 額

４ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
概 算 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

＋ ＋

＋ ＋

４ 年 度 当 該 保 険 者
病 床 転 換 支 援 金 額

４ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
概 算 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

（１円未満の端数を切り捨て）

（法第３８条第４項）

当該額が、負担調整前概算前期高齢者納付金相当額を上回るときは、負担調整前概算
前期高齢者納付金相当額とする。

当該額が、負担調整前概算前期高齢者納付金相当額を上回るときは、負担調
整前概算前期高齢者納付金相当額とする。

（１円未満の端数を切り捨て）

（法第３８条第１項第１号）
（法第１２０条第１項第１号） （法第１２０条第３項） （法附則第１３条） （法第３８条第２項）

（法第１２０条第１項第１号）
（法第１２０条第３項） （法附則第１３条） （法第３８条第２項） （法第３８条第１項第１号ロ(2)）

（法第３８条第１項第２号） （法第１２０条第１項第１号） （法第１２０条第３項） （法附則第１３条） （法第３８条第２項）

（法第１２０条第１項第１号）
（法第１２０条第３項） （法附則第１３条） （法第３８条第２項）

（法第３８条第１項第２号ロ(2)）
（法第３８条第５項）

（法第３８条第３項） （省令第１９条の２） （法第３８条第６項）（省令第１９条第２項）

（政令第２５条の２の２）

（政令第２５条の２の２）

（政令第２５条の２の２）

（政令第２５条の２の２）



Ⅲ　４年度　当該保険者　前期高齢者納付調整金額の算定式

Ⅲ Ⅵ

0.000220
円 円 円

Ⅳ　４年度　当該保険者　前期高齢者関係事務費拠出金額の算定式

Ⅳ Ⅰ－１－Ａ－④

3.30
円 円 人

４ 年 度 当 該 保 険 者
前期高齢者納付調整金額

２ 年 度 当 該 保 険 者
概 算 前 期 高 齢 者
納 付 金 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
確 定 前 期 高 齢 者
納 付 金 額

４年度前期高齢者
納 付 算 定 率

＝ － ×

４ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者 関 係
事 務 費 拠 出 金 額

４ 年 度 前 期 高 齢 者
関係事務算定基礎額

４ 年 度 当 該 保 険 者
加 入 者 見 込 数

＝ ×

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）

（法第４０条） （省令第２１条） （省令第１９条第２項）

（法第３７条第２項） （省令第１７条において準用する省令第３条）

（省令第２１条）

（法第３９条第１項）



Ⅵ　２年度　当該保険者　確定前期高齢者納付金額（確定負担調整基準超過保険者の場合であって特別確定負担調整基準超過保険者を除く）

Ⅵ－１

/ 100
円 円

Ⅵ－１ Ⅱ－２

/ 100 0 0.54352
円 円 円

※別表３のⅥの額

の場合

Ⅵ Ⅵ－１ Ⅵ－２－① Ⅵ－３

円 円

　

２ 年 度
負 担 調 整 基 準 率

×

２ 年 度 当 該 保 険 者
病 床 転 換 支 援 金 額

0
円

＋

２ 年 度 当 該 保 険 者
法 定 給 付 費 額

＋

２ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
確 定 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

円

２ 年 度
当 該 保 険 者
負 担 調 整 対 象 額

＞

２ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
確 定 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
病 床 転 換 支 援 金 額

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

／

／

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

（ 被 用 者 保 険 等 保 険 者）
別 表 ２ － ２ 令 和 ２ 年 度 前 期 高 齢 者 納 付 金 （ 確 定 ） の 計 算 表

円

＋

２ 年 度 当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

２ 年 度 当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

２ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
確 定 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

－

円

＋

＋

２ 年 度
当 該 保 険 者
負 担 調 整 額

＋

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 前 期 高 齢 者
納 付 金 額

＝

（法第１２１条第１項第１号）
（政令第２５条の３）

（法第１２１条第２項）

（法附則第１３条）

（法附則第１３条）

（法第３９条第２項）

（法第３９条第２項）（法第１２１条第１項第１号） （法第３９条第１項第１号ロ(2)） （法第３８条第４項）

（法第３９条第２項）（法第３９条第１項第１号） （法第３９条第１項第１号） （法第３９条第３項）

（法第１２１条第２項）

（政令第２５条の３）

○ 「令和２年度後期高齢者支援金の加算対象保険者への該当について」(令和３年12月24日付事務連絡)により、

加算対象保険者に該当した旨を通知された場合は、通知に記載の加算率を用いること。

○ 「令和２年度後期高齢者支援金の減算対象保険者への該当見込みについて」(令和３年12月24日付事務連絡)により、

減算対象保険者に該当した旨を通知された場合は、通知に記載の減算率を用いること。

○ 加算対象保険者又は減算対象保険者に該当した旨を通知されていない場合は、令和２年度加算・減算制度の

対象外保険者であるため、「１００分の１００」を用いること。

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）

（法第３９条第１項第１号）



Ⅵ　２年度　当該保険者　確定前期高齢者納付金額（特別確定負担調整基準超過保険者の場合）

Ⅵ－１

/ 100
円 円

Ⅵ－１ Ⅱ－２

※別表３のⅥの額
/ 100 0 0.5005511

円 円 円

の場合であって、 である場合

円

Ⅵ Ⅵ－１ Ⅵ－２－② Ⅵ－３

円 円 円円

円

＞

２ 年 度
当 該 保 険 者
特 別 負 担 調 整
対 象 額

円

２ 年 度 に お け る
当 該 保 険 者 の
被 保険 者一 人当 たり
総 報 酬 額

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

２ 年 度 特 別 負 担
調 整 基 準 率

×

２ 年 度 当 該 保 険 者
病 床 転 換 支 援 金 額

0
円

＋ ＋

２ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
確 定 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
法 定 給 付 費 額

／ ＋ ＋

２ 年 度 当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

２ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
確 定 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

－ ＋

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 前 期 高 齢 者
納 付 金 額

２ 年 度 に お け る
政 令 で 定 め る
財 政 力 の 基 準

5,637,096

＜

２ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
確 定 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

２ 年 度
当 該 保 険 者
負 担 調 整 額

＝

／ ＋

２ 年 度 当 該 保 険 者
病 床 転 換 支 援 金 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

（法第３９条第１項第２号）

（法第１２１条第１項第１号） （法第１２１条第２項） （法附則第１３条） （法第３９条第２項）

（法第１２１条第１項第１号） （法第１２１条第２項） （法附則第１３条） （法第３９条第２項） （法第３９条第１項第２号ロ(2)） （法第３８条第５項）

（法第３９条第１項第２号） （法第３９条第２項） （法第３９条第１項第２号） （法第３９条第３項）

令和３年７月21日付支払

基金通知（本財調徴）

000041に基づき報告した

「令和２年度被用者保険等

保険者標準報酬総額報告

書」（後期支様式第2号）の

「⑤標準報酬総額」の数値を

令和３年４月21日付支払基

金通知（本財調徴）000012
に基づき報告した「令和２年

度加入者数等報告書」（前

期様式第８号）の月平均被

保険者数で除した額（１円未

満の端数を切り捨て）

（政令第２５条の３）

（政令第２５条の３）

○ 「令和２年度後期高齢者支援金の加算対象保険者への該当について」(令和３年12月24日付事務連絡)により、

加算対象保険者に該当した旨を通知された場合は、通知に記載の加算率を用いること。

○ 「令和２年度後期高齢者支援金の減算対象保険者への該当見込みについて」(令和３年12月24日付事務連絡)により、

減算対象保険者に該当した旨を通知された場合は、通知に記載の減算率を用いること。

○ 加算対象保険者又は減算対象保険者に該当した旨を通知されていない場合は、令和２年度加算・減算制度の

対象外保険者であるため、「１００分の１００」を用いること。

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）



Ⅵ　２年度　当該保険者　確定前期高齢者納付金額（確定負担調整基準超過保険者

5,637,096
の場合であって、

円 円

Ⅵ－１

/ 100
円 円

Ⅵ－１ Ⅱ－２

/ 100 0 0.54352
円 円 円

 ※別表３のⅥの額

である場合

又は

２ 年 度
負 担 調 整 基 準 率

×

２ 年 度 に お け る
当 該 保 険 者 の
被保険者一人当たり
総 報 酬 額

２ 年 度 に お け る
政 令 で 定 め る
財 政 力 の 基 準

≧

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

２ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
確 定 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

＋

２ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
確 定 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
病 床 転 換 支 援 金 額

0
円

２年度当該保険者
法 定 給 付 費 額

＋

＋＋

円

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

＜

／

＋／

２年度当該保険者
病床転換支援金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び特別確定負担調整基準超過保険者以外の場合）

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

（法第３９条第２項）（法附則第１３条）（法第１２１条第１項第１号） （法第１２１条第２項）

（法第１２１条第１項第１号） （法附則第１３条） （法第３９条第１項第１号ロ(2)）（法第３９条第２項）

（法第３９条第１項第３号）

令和３年７月21日付支払基金通知（本財調徴）

000041に基づき報告した「令和２年度被用者保険等

保険者標準報酬総額報告書」（後期支様式第2号）の

「⑤標準報酬総額」の数値を令和３年４月21日付支

払基金通知（本財調徴）000012に基づき報告した「令

和２年度加入者数等報告書」（前期様式第８号）の月

平均被保険者数で除した額（１円未満の端数を切り

捨て）

（政令第２５条の３）

○ 「令和２年度後期高齢者支援金の加算対象保険者への該当について」(令和３年12月24日付事務連絡)により、

加算対象保険者に該当した旨を通知された場合は、通知に記載の加算率を用いること。

○ 「令和２年度後期高齢者支援金の減算対象保険者への該当見込みについて」(令和３年12月24日付事務連絡)により、

減算対象保険者に該当した旨を通知された場合は、通知に記載の減算率を用いること。

○ 加算対象保険者又は減算対象保険者に該当した旨を通知されていない場合は、令和２年度加算・減算制度の

対象外保険者であるため、「１００分の１００」を用いること。

（法第３８条第４項）

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）

（法第１２１条第２項）

（政令第２５条の３）



5,637,096
の場合であって、

円 円

Ⅵ－１

/ 100
円 円

Ⅵ－１ Ⅱ－２

/ 100 0 0.5005511
円 円 円

 ※別表３のⅥの額

である場合

Ⅵ Ⅵ－１ Ⅵ－３

円 円 円

２ 年 度
特別負担調整基準率

×

２ 年 度 当 該 保 険 者
病 床 転 換 支 援 金 額

0
円

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

２ 年 度 に お け る
当 該 保 険 者 の
被保険者一人当たり
総 報 酬 額

２ 年 度 に お け る
政 令 で 定 め る
財 政 力 の 基 準

＜

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

／ ＋

２年度当該保険者
病床転換支援金額

＋

＋

２ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
確 定 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

＋ ＋

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 前 期 高 齢 者
納 付 金 額

２ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
確 定 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

＝ ＋

２ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
確 定 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

２ 年 度
当 該 保 険 者
負 担 調 整 額

円

＜

２年度当該保険者
法 定 給 付 費 額

／

（法第３８条第５項）

（法第３９条第２項）（法附則第１３条）（法第１２１条第１項第１号） （法第１２１条第２項）

（法第３９条第１項第３号）

（法第３９条第１項第３号） （法第３９条第２項） （法第３９条第３項）

令和３年７月21日付支払基金通知（本財調徴）

000041に基づき報告した「令和２年度被用者保険等保

険者標準報酬総額報告書」（後期支様式第2号）の「⑤

標準報酬総額」の数値を令和３年４月21日付支払基金

通知（本財調徴）000012に基づき報告した「令和２年度

加入者数等報告書」（前期様式第８号）の月平均被保険

者数で除した額（１円未満の端数を切り捨て）

（政令第２５条の３）

○ 「令和２年度後期高齢者支援金の加算対象保険者への該当について」(令和３年12月24日付事務連絡)により、

加算対象保険者に該当した旨を通知された場合は、通知に記載の加算率を用いること。

○ 「令和２年度後期高齢者支援金の減算対象保険者への該当見込みについて」(令和３年12月24日付事務連絡)により、

減算対象保険者に該当した旨を通知された場合は、通知に記載の減算率を用いること。

○ 加算対象保険者又は減算対象保険者に該当した旨を通知されていない場合は、令和２年度加算・減算制度の

対象外保険者であるため、「１００分の１００」を用いること。

（法第１２１条第１項第１号） （法附則第１３条）（法第１２１条第２項） （法第３９条第１項第２号ロ(2)）（法第３９条第２項）

（政令第２５条の３）

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）



Ⅵ－１　２年度　当該保険者　負担調整前確定前期高齢者納付金相当額（当該額が零を下回る場合には、零とする。）

Ⅵ－１ Ⅵ－１－Ａ Ⅱ－１－Ｂ Ⅵ－１－Ｂ

円 円 円

Ⅵ－１－Ａ　２年度　当該保険者　確定調整対象基準額

Ⅵ－１－Ａ Ⅱ－１－Ｂ Ⅵ－１－Ｂ Ⅱ－１－Ａ－①

円 円

２ 年 度 当 該 保 険 者
確 定 調 整 対 象 基 準 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
調 整 対 象 給 付 費 額

＝ ＋

２ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者 に 係 る
後 期 高 齢 者 支 援 金 の
確 定 額

円

２ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者 に 係 る
後 期 高 齢 者 支 援 金 の
確 定 額

円

２ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
確 定 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
確 定 調 整 対 象 基 準額

２ 年 度 当 該 保 険 者
調 整 対 象 給 付 費 額

＋－＝

×

0.982023297290

２ 年 度 当 該 保 険 者
確 定 加 入 者 調 整 率

×

２ 年 度
確 定 額 補 正 率

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）

（法第３９条第２項） （法第３５条第３項） （法第３５条第２項） （法第３５条第１項第２号）

（法第３５条第３項） （法第３５条第２項） （法第３５条第１項第２号） （法第３５条第４項） （法第３５条第５項）



Ⅵ－１－Ｂ　２年度　当該保険者　前期高齢者に係る後期高齢者支援金の確定額

Ⅱ－１－Ａ－③

Ⅵ－１－Ｂ 別表３のⅥの額

/ 100
Ⅱ－１－Ａ－④

円 円

２ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者 に 係 る
後 期 高 齢 者 支 援 金 の
確 定 額

＝

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

／

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

２ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者
加 入 者 数

２ 年 度 当 該 保 険 者
病 床 転 換 支 援 金 額

0

×

円

＋

２ 年 度 当 該 保 険 者
加 入 者 数

人

人

（法第１２１条第１項第１号）

（１円未満の端数を切り捨て）

（省令第８条第１項第１号）

（省令第２０条第２項）

（法第３５条第１項第２号） （法第１２１条第２項） （法附則第１３条）

（政令第２５条の３）

○ 「令和２年度後期高齢者支援金の加算対象保険者への該当について」(令和３年12月24日付事務連絡)により、

加算対象保険者に該当した旨を通知された場合は、通知に記載の加算率を用いること。

○ 「令和２年度後期高齢者支援金の減算対象保険者への該当見込みについて」(令和３年12月24日付事務連絡)により、

減算対象保険者に該当した旨を通知された場合は、通知に記載の減算率を用いること。

○ 加算対象保険者又は減算対象保険者に該当した旨を通知されていない場合は、令和２年度加算・減算制度の

対象外保険者であるため、「１００分の１００」を用いること。

（１円未満の端数を切り捨て）



Ⅱ－１－Ａ－①　２年度　当該保険者　確定加入者調整率

Ⅱ－１－Ａ－①

Ⅱ－１－Ａ－②

２ 年 度
確 定 補 正 係 数

1.10745

0.15410442

２ 年 度 全 保 険 者
平 均 前 期 高 齢 者
加 入 率

×

２年度当該保険者
確定加入者調整率

２ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者
加 入 率

＝

（小数点以下第５位未満を四捨五入）

（小数点以下第５位未満を四捨五入）

（法第３５条第５項）

（省令第１５条により準用された

省令第９条第１項）

（省令第１５条により準用された

省令第１０条第１項）

（省令第１５条により準用された

省令第１０条第２項）

（省令第１５条により準用さ

れた省令第９条第３項）



Ⅱ－１－Ａ－②　２年度　当該保険者　前期高齢者加入率

Ⅱ－１－Ａ－③

Ⅱ－１－Ａ－② 人

Ⅱ－１－Ａ－④

人

２年度当該保険者
前期高齢者加入者数

＝

２年度当該保険者
前 期 高 齢 者
加 入 率

※　下限１．００／１００に満たない場合は１．００／１００とする。（法第３５条第５項）   

２年度当該保険者
加 入 者 数

（小数点以下第８位未満を四捨五入）

（省令第１５条により準用された

省令第１０条第２項）

（省令第８条第１項第１号）

（省令第２０条第２項）



Ⅱ－１－Ｂ　２年度　当該保険者　調整対象給付費額

Ⅱ－１－Ｂ Ⅱ－１－Ｂ－① Ⅱ－１－Ｂ－②

円 円 円

Ⅱ－１－Ｂ－①　２年度　当該保険者　前期高齢者給付費額

Ⅱ－１－Ｂ－①

円 円

Ⅱ－１－Ｂ－②　２年度　当該保険者　調整対象外給付費額（当該額が零を下回る場合には、零とする。）

Ⅱ－１－Ｂ－② Ⅱ－１－Ｂ－① Ⅱ－１－Ａ－③

413,850 1.56
円 円 人 円

××

２ 年 度 当 該 保 険 者
前期高齢者加入者数

２ 年 度
調 整 対 象 外
基 準 率

２ 年 度 全 保 険 者
１人平均前期高齢者
給 付 費 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
調 整 対 象 外
給 付 費 額

＝

２ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者
給 付 費 額

－

２ 年 度 当 該 保 険 者
調 整 対 象 外
給 付 費 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者
給 付 費 額

－

＝

２ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者
給 付 費 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
調 整 対 象 給 付 費 額

＝

２ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者
給 付 費 額

（１円未満の端数を四捨五入）

（法第３５条第２項） （法第３５条第２項第１号） （法第３５条第２項第２号）

（法第３５条第２項第１号） （省令第１２条）

（法第３５条第２項第２号）

（省令第１３条第１項）
（省令第１２条）

（省令第８条第１項第１号） （法第３５条第６項）

（省令第１６条）

（法第３５条第２項第２号）



Ⅱ－２　２年度　当該保険者　法定給付費額

Ⅱ－２

円 円 円 円

２ 年 度 当 該 保 険 者
法 定 給 付 費 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
給 付 費 額
（若人の給付費額）

２ 年 度 当 該 保 険 者
日 雇 拠 出 金 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
療 養 給 付 費 等
拠 出 金 額

＝ ＋ ＋

（法第３９条第１項第１号ロ(2)）

（法第３９条第１項第２号ロ(2)）

（省令第１８条第１項第１号イ） （省令第１８条第１項第３号イ）（省令第１８条第１項第２号イ）



Ⅵ－２－①　２年度　当該保険者　負担調整対象額

Ⅵ－２－① Ⅵ－１

/ 100

円 円 円 円

Ⅵ－１ Ⅱ－２

/ 100 0.54352
円 円 円 円

※別表３のⅥの額

Ⅵ－２－②　２年度　当該保険者　特別負担調整対象額

Ⅵ－２－② Ⅵ－１

/ 100

円 円 円 円

Ⅵ－１ Ⅱ－２

/ 100 0.5005511
円 円 円 円

※別表３のⅥの額

／

／

＝

0

0

２ 年 度 当 該 保 険 者
病 床 転 換 支 援 金 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
病 床 転 換 支 援 金 額

２ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
確 定 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

＋

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

＋

＋

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

２ 年 度 当 該 保 険 者
病 床 転 換 支 援 金 額

0

0

２ 年 度 当 該 保 険 者
病 床 転 換 支 援 金 額

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

／

／

２ 年 度
特別負担調整基準率

×

２ 年 度
負 担 調 整 基 準 率

＋ ＋ ×

２年 度当 該保 険者
法 定 給 付 費 額

２ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
確 定 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

２年 度当 該保 険者
法 定 給 付 費 額

＋

２ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
確 定 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

＋

＋

２ 年 度
当 該 保 険 者
（ 負 担 調 整 前 ）
確 定 前 期 高 齢 者
納 付 金 相 当 額

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

＋

＋

２ 年 度
当 該 保 険 者
負 担 調 整 対 象 額

２ 年 度
当 該 保 険 者
特 別 負 担 調 整
対 象 額

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

－

－

＝

２ 年 度
当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

（１円未満の端数を切り捨て）

（法第３８条第４項）

当該額が、負担調整前確定前期高齢者納付金相当額を上回るときは、
負担調整前確定前期高齢者納付金相当額とする。

当該額が、負担調整前確定前期高齢者納付金相当額を上回るときは、負
担調整前確定前期高齢者納付金相当額とする。

（１円未満の端数を切り捨て）

（法第３９条第１項第１号） （法第１２１条第１項第１号） （法第１２１条第２項） （法附則第１３条） （法第３９条第２項）

（法第１２１条第１項第１号） （法第１２１条第２項） （法附則第１３条） （法第３９条第２項）
（法第３９条第１項第１号ロ(2)）

（法第３９条第１項第２号） （法第１２１条第１項第１号） （法第１２１条第２項） （法附則第１３条） （法第３９条第２項）

（法第１２１条第１項第１号）
（法第１２１条第２項） （法附則第１３条） （法第３９条第２項）

（法第３９条第１項第２号ロ(2)）
（法第３８条第５項）

（政令第２５条の３）

（政令第２５条の３）

（政令第２５条の３）

（政令第２５条の３）

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）

○ 「令和２年度後期高齢者支援金の加算対象保険者への該当について」(令和

３年12月24日付事務連絡)により、加算対象保険者に該当した旨を通知された

場合は、通知に記載の加算率を用いること。

○ 「令和２年度後期高齢者支援金の減算対象保険者への該当見込みについて」

(令和３年12月24日付事務連絡)により、減算対象保険者に該当した旨を通知され

た場合は、通知に記載の減算率を用いること。

○ 加算対象保険者又は減算対象保険者に該当した旨を通知されていない場合は、

令和２年度加算・減算制度の対象外保険者であるため、「１００分の１００」を用いる

こと。



Ⅵ－３　２年度　当該保険者　負担調整額（低医療費水準保険者の場合）

円 人 円 である場合

143 90.0214444824 / 100

円 円 人

Ⅵ－３　２年度　当該保険者　負担調整額（低医療費水準保険者以外の場合）

円 人 円 である場合

143 100.0214449897 / 100

円 円 人

２ 年 度
確 定 負 担 調 整 額
調 整 率

＝ × ×

Ⅵ－３ Ⅱ－１－Ａ－④

２ 年 度
当 該 保 険 者
負 担 調 整 額

２ 年 度
１ 人 当 た り の
負 担 調 整 対 象 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
加 入 者 数

２ 年 度
確 定 負 担 調 整 額
調 整 率

＝ × ×

２ 年 度
当 該 保 険 者
負 担 調 整 額

２ 年 度
１ 人 当 た り の
負 担 調 整 対 象 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
加 入 者 数

２ 年 度 に お け る
政 令 で 定 め る
一人当たり前期高齢者
給 付 費 額 の 基 準

≦

Ⅵ－３ Ⅱ－１－Ａ－④

187,499

187,499

２年 度当 該保 険者
前 期 高 齢 者
給 付 費 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者 加 入 者 数

２ 年 度 に お け る
政 令 で 定 め る
一人当たり前期高齢者
給 付 費 額 の 基 準

＞

Ⅱ－１－Ｂ－① Ⅱ－１－Ａ－③

／

Ⅱ－１－Ｂ－① Ⅱ－１－Ａ－③

２年 度当 該保 険者
前 期 高 齢 者
給 付 費 額

２ 年 度 当 該 保 険 者
前 期 高 齢 者 加 入 者 数

／

（法第３５条第２項第２号イ）

（法第３９条第３項） （省令第２０条の２） （法第３９条第４項）（省令第２０条第２項）

（法第３９条第３項） （省令第２０条の２） （法第３９条第４項）（省令第２０条第２項）

（１円未満の端数を四捨五入）

（政令第１条の９第１項第１号）

（１円未満の端数を四捨五入）

（政令第１条の９第１項第２号）

（省令第１４条）

（法第３５条第２項第２号イ）

（省令第１４条）

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）



円

　

Ⅴ Ⅵ Ⅲ Ⅳ

円 円 円 円 円

※　諸係数については、政府予算案に基づく数値であり、予算編成のための暫定数値である。

※　４年度概算後期高齢者支援金額－((２年度概算後期高齢者支援金額－２年度確定後期高齢者支援金額）＋４年度後期高齢者調整金額）の合計がマイナス
  　の場合は、後期高齢者支援金分は還付される。なお、この場合であっても後期高齢者関係事務費拠出金分については別途拠出が必要となる。

※　法：高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）
　　政令：前期高齢者交付金及び後期高齢者医療の国庫負担金の算定等に関する政令（平成１９年政令第３２５号）
　　省令：高齢者の医療の確保に関する法律による保険者の前期高齢者交付金等の額の算定等に関する省令（平成１９年厚生労働省令第１４０号）

＝

別 表 ３ 令 和 ４ 年 度 後 期 高 齢 者 支 援 金 （ 見 込 ） の 計 算 表

４年度当該保険者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

２年度当該保険者概算
後期高齢者支援金額

４年度当該保険者
後 期 高 齢 者
支 援 金 等 額

４ 年 度 当 該 保 険 者
後 期 高 齢 者 関 係
事 務 費 拠 出 金

４年度当該保険者
後期高齢者調整金額

（ 被 用 者 保 険 等 保 険 者 ）

２ 年 度 当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

－ ＋＋－

（法第１１８条第１項）

（法第１１９条第１項）

（法第１２０条第１項第１号） （法第１２１条第１項第１号） （法第１１９条第２項） （法第１２２条）



Ⅴ　４年度　当該保険者　概算後期高齢者支援金額の算定式

Ⅴ

円 円

×

４ 年 度 当 該 保 険 者
概 算 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

＝

４ 年 度 当 該 保 険 者 の
標 準 報 酬 総 額 の
見 込 額

×

４ 年 度 後 期 高 齢 者
支 援 金 の 総 報 酬 割
負 担 率

0.02278001

４ 年 度 概 算 後 期
高 齢 者 支 援 金 調 整 率

100 /100

（１円未満の端数を切り捨て）

（法第１２０条第１項第１号） （法第１２０条第２項） （法第１２０条第３項）

（政令第２５条の２の２）

「令和４年度被用者保険等保険者標準報酬総額見込額報告書（後期支様式第１号）」により、支払基金に対して報告

予定の標準報酬総額を記入すること。

（省令第３８条の２）



Ⅵ

/ 100

円 円

0.02087159

Ⅵ　２年度　当該保険者　確定後期高齢者支援金額の算定式　

２年度当該保険者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

２年度当該保険者の
標 準 報 酬 総 額

２ 年 度 総 報 酬 割
確 定 負 担 率

２年度当該保険者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 調 整 率

＝ × ×

（１円未満の端数を切り捨て）

（法第１２１条第１項第１号） （法第１２１条第２項）（省令第３９条の３）（法第１２０条第２項）

（政令第２５条の３）

○ 「令和２年度後期高齢者支援金の加算対象保険者への該当について」(令和３年12月24日付事務連絡)により、

加算対象保険者に該当した旨を通知された場合は、通知に記載の加算率を用いること。

○ 「令和２年度後期高齢者支援金の減算対象保険者への該当見込みについて」(令和３年12月24日付事務連絡)により、

減算対象保険者に該当した旨を通知された場合は、通知に記載の減算率を用いること。

○ 加算対象保険者又は減算対象保険者に該当した旨を通知されていない場合は、令和２年度加算・減算制度の

対象外保険者であるため、「１００分の１００」を用いること。

（法附則第１５条）

令和３年７月21日付支払基金通知（本財調徴）000041に基づき報告した「令和２年度被用者保険等保険

者標準報酬総額報告書」（後期支様式第2号）の「⑤標準報酬総額」の数値



Ⅲ　４年度　当該保険者　後期高齢者調整金額の算定式

Ⅲ Ⅵ

0.000157
円 円 円

Ⅳ　４年度　当該保険者　後期高齢者関係事務費拠出金額の算定式

Ⅳ Ⅳ－１

3.90
円 円 人

Ⅳ－１　４年度　当該保険者　加入者見込数

Ⅳ－１

0.98247
人 人

４ 年 度 当 該 保 険 者
加 入 者 見 込 数

２ 年 度 当 該 保 険 者
加 入 者 数

４ 年 度 伸 率

＝ ×

＝

４ 年 度 当 該 保 険 者
後 期 高 齢 者 関 係
事 務 費 拠 出 金 額

４ 年 度 当 該 保 険 者
加 入 者 見 込 数

４ 年 度 後 期 高 齢 者
関係事務算定基礎額

×

×

４年度後期高齢者
支 援 算 定 率

４ 年 度 当 該 保 険 者
後期高齢者調整金額

２年度当該保険者概算
後期高齢者支援金額

２ 年 度 当 該 保 険 者
確 定 後 期 高 齢 者
支 援 金 額

＝ －

（１円未満の端数を切り捨て）

（１円未満の端数を切り捨て）

（１未満の端数を四捨五入）

（法第１１９条第２項） （省令第３６条において準用する省令第３条）

（省令第４１条）

（省令第４１条において準用する省令第２１条） （省令第１９条第２項）

（省令第１９条第２項） （省令第１９条第２項第１号） （省令第１９条第２項第２号）

（法第１２１条第１項第１号）

（法第１２２条）



① ② ③ ④ ⑤

＝ － （注１） － ＋

円 円 円 円 円

⑥

円

（注）

Ⅰ　退職者給付拠出金

令和２年度概算療養給付費等拠出金の額を記入すること。
（令和２年４月３日付けで支払基金より通知された｢令和２年度退職者給付拠出金の額につ
いて｣の添付「令和２年度退職者給付拠出金納付通知書」の別紙１「令和２年度退職者給付
拠出金納付金額」の「①概算療養給付費等拠出金額」の額）

　令和４年度概算療養給付費等拠出金額　－　｛（令和２年度概算療養給付費等拠出金額－令和２年度確定療養給付費等拠出金額）＋　調整金額　｝
の合計額がマイナスの場合、療養給付費等拠出金は還付が発生するが、事務費拠出金分については別途拠出が必要となるため、令和４年度事務費拠出
金額の欄は令和４年度療養給付費等拠出金額の計算式には含めていない。
　なお、予算科目上は、「①令和４年度療養給付費等拠出金」が０より大きい場合は、「①令和４年度療養給付費等拠出金」及び「⑥令和４年度事務
費拠出金」の合計額を（款）納付金（項）退職者給付拠出金（目）退職者給付拠出金として支出計上すること（ただし、療養給付費等拠出金に還付が
発生する場合は、事務費拠出金額のみ計上すること）。

（注１）

　

令 和 ４ 年 度
事 務 費 拠 出 金

 別表４

令和４年度退職者給付拠出金（見込）の計算表

令 和 ４ 年 度
療 養 給 付 費 等 拠 出 金

令 和 ４ 年 度
概算療養給付費等拠出金

令 和 ２ 年 度
概算療養給付費等拠出金

令 和 ２ 年 度
確定療養給付費等拠出金

調 整 金 額

－１－



② ⑦

＝ × －

円 円 円

＋

当該拠出金額がマイナス額となる場合、マイナス額については控除の対象とならないことから、０円として計上すること。

（注） 諸係数については、政府予算案に基づく数値であり、予算編成のための暫定数値である。

令 和 ４ 年 度 の 各 特 定 健 康
保 険 組 合 等 に おけ る拠 出 金
控除対象額の見込額の合計額

令和４年度の被用者保険等保険者の
標準報酬総額の見込額の合計額

令 和４ 年度の各都道府県に
お け る 被 用 者 保 険 等 拠 出
対 象 額 の 見 込 額 の 合 計 額

0.00000273

（注１）

（注２） 標準報酬総額の見込額は、令和４年４月から令和５年３月までの全被保険者の標準報酬月額及び標準賞与額の総額を記入すること。
ただし、育児休業等を取得した被保険者等が存在する場合、育児休業等を取得したことにより保険料等を免除される期間に係る標準報酬総額については
除外すること。
また、国民健康保険法附則第２１条第１項に規定する特例退職被保険者（健康保険法附則第３条第１項に規定する健康保険の被保険者のうち、平成２６
年度までの間において、国民健康保険法附則第６条第１項の規定による退職被保険者となることができる者に限る。以下「特例退職被保険者」とい
う。）に係る標準報酬総額は除外すること。
※「令和４年度被用者保険等保険者標準報酬総額見込額報告書（後期支様式第１号）」により、支払基金に対して報告予定の標準報酬総額を記入するこ
と。

（注３） 当該保険者が特定健康保険組合の場合に控除する。
なお、本表における「特例退職被保険者等」とは、国民健康保険法附則第２１条第１項に規定する特例退職被保険者及びその被扶養者（６５歳に到達す
る日の属する月の翌月以後であるもの又は同一の世帯に属さない者を除く。）をいう。

Ⅱ　令和４年度概算療養給付費等拠出金（当該額が零を下回る場合には、零とする。）

（注１）

令 和 ４ 年 度
概算療養給付費等拠出金

令和４年度当該保険者の
標準報酬総額の見込額

令 和 ４ 年 度
概 算 拠 出 率

令 和 ４ 年 度 拠 出 金
控 除 対 象 額 の 見 込 額

（注２） （注３）

－２－

（注）１円未満の端数を切り捨て



⑦ ⑧ ⑨

＝ ＋ ＋ －

円 円 円 円 円

（※）

（※）

（注） 諸係数については、政府予算案に基づく数値であり、予算編成のための暫定数値である。
また、全国平均的な特定健保組合の過去の実績等を使用して算出する方法をとる場合の参考として、推計方法・伸び率を記載したものであり、各特定健保組
合によって異なる個別事情等（療養給付費や特例退職被保険者数等）を踏まえたものではない。
なお、各特定健保組合に賦課される拠出金額については、「特例退職被保険者等療養給付費等見込額通知書（様式第8号）」等の支払基金への報告に基づき
算定されることに留意すること。

特定健保組合における特例退職被保険者等に係る予算の積算に用いる基礎数値は、以下のとおり。取扱いについては、下記（注）を参照
(1) 令和４年度における特定健康保険組合の特例退職被保険者等１人当たり療養給付費等の平均見込額
(2) 令和４年度における特例退職被保険者等の居住する市町村の退職被保険者等に係る１人当たり保険料（税）の見込額

　0円
　0円

▲介護保険料相当額を除く。

令 和 ４ 年 度 拠 出 金
控除対象額の見込額

令 和 ４ 年 度 当 該
特定健康保険組合の
特例退職被保険者等
の療養の給付費等の見
込 額

令 和 ４ 年 度 当 該
特定健康保険組合の
特例退職被保険者等
に 係 る 概 算
調 整 対 象 基 準 額

当 該 特 定 健 康 保 険
組 合 の 特 例 退 職
被 保 険 者 等 に 係 る
調 整 対 象 基 準 額
（令和２年度精算分）

令 和 ４ 年 度 当 該
特定健康保険組合の
特例退職被保険者の
居住する各市町村の
特例退職被保険者等
に係る国民健康保険
の保険料（税）相当額

－３－



⑧ ⑩

＝ （注１） ×

円 円

（※）１円未満の端数を切り捨て

⑪ （注２）

⑩

人

⑫

×

人

「別表１　令和４年度前期高齢者交付金（見込）の計算表｣中の
｢（Ⅴ－３）令和４年度当該保険者概算調整対象基準額」、又は｢別表２
令和４年度前期高齢者納付金（見込）の計算表｣の｢(Ⅴ－１－Ａ）４年
度当該保険者概算調整対象基準額」を記入すること。
(※)令和４年度の病床転換支援金額は０円であること。

（注１）

「令和２年度加入者数等報告書（前期様式第８号）」により、
支払基金へ報告した年間平均の加入者数を記入すること。

＝

（注）小数点以下第８位未満四捨五入

（注３）

伸率

0.98247

（注） 諸係数については、政府予算案に基づく数値であり、予算編成のための暫定数値である。
各特定健保組合によって異なる要素（療養給付費や特例退職被保険者数等）については、全国平均的な特定健保組合の過去の実績等を使用して算出す
る方法をとる場合の参考として、推計方法・伸び率を記載したものであり、各特定健保組合の個別事情等を踏まえたものではない。
各特定健保組合に賦課される拠出金額については、「特例退職被保険者等療養給付費等見込額通知書（様式第8号）」等の支払基金への報告に基づき算
定されることに留意すること。

令 和 ４ 年 度 当 該 特 定
健 康 保 険 組 合 の 特 例
退 職 被 保 険 者 等 に 係 る
概 算 調 整 対 象 基 準 額

令 和 ４ 年 度 当 該 保 険 者
概 算 調 整 対 象 基 準 額

令和４年度概算特例退職被保
険 者 等 所 属 割 合

令和２年度当該特定健康保険組合の
確 定 被 保 険 者 等 数 （ 年 間 平 均 ）

                           （注３）

令 和 ４ 年 度 の 当 該 特 定 健 康 保 険 組 合 の
特 例 退 職 被 保 険 者 等 見 込 数

（ 注 ２ ）令 和 ４ 年 度 概 算 特 例 退 職
被 保 険 者 等 所 属 割 合

「令和４年度特例退職被保険者等在籍市町村別見込人数通知書
（様式第７号）」により、支払基金に対して報告予定の特例退
職被保険者等の数を記入すること。

－４－



⑨ ⑬ ⑭ ⑮

＝ － － ＋

円 円 円 円

（注２）

⑭ ⑯

＝ ×

円 円

⑮ ⑬ ⑭

＝ － ×

円 円 円

⑰

⑯

人

⑫－１

人

「令和２年度特例退職被保険者等在籍市町村別確定人数通知書（様式第７号）」により、支払基金へ報告した特例退職被保険者等の数の在籍月数を記入すること。
「令和２年度加入者数等報告書（前期様式第８号）」により、支払基金へ報告した加入者数の合計を記入すること。

（注） 諸係数については、政府予算案に基づく数値であり、予算編成のための暫定数値である。

0.000220

（注３）

（注４）（注）小数点以下第８位未満四捨五入

令 和 ２ 年 度 当 該 特 定 健 康 保 険
組合の確定特例退職被保険者等数

（注３）

「別表１－２　令和２年度前期高齢者交付金
（確定）の計算表」中の「（Ⅵ－３）令和２
年度当該保険者確定調整対象基準額」、又は
「別表２－２　令和２年度前期高齢者納付金
（確定）の計算表」中の「（Ⅵ－１－Ａ）令
和２年度当該保険者確定調整対象基準額」を
記入すること。

（注２）

（注４）

＝

令 和 ２ 年 度 確 定
特例退職被保険者等所属割合

令 和 ２ 年 度 当 該 特 定 健 康 保 険
組合の確定被保険者等数（合計）

「別表１　令和４年度前期高齢者交付金（見込）の計算表」
中の「Ⅲ ４年度当該保険者前期高齢者交付調整金額の算定
式」の「４年度前期高齢者交付算定率」

（注１）

（注１） 令和２年４月３日付けで支払基金より通知さ
れた｢令和２年度退職者給付拠出金の額につ
いて｣の別添「令和２年度退職者給付拠出金
特例退職被保険者等控除対象額内訳書」の
（２）の「⑤本年度特例退職被保険者等に係
る概算額」欄の調整対象基準額を記入するこ
と。

令 和 ２ 年 度 確 定
調 整 対 象 基 準 額

当 該 精 算 額 に 係 る
調 整 金 額

令 和 ２ 年 度 特 例 退 職
被 保 険 者 等 に 係 る
概 算 調 整 対 象 基 準 額

令 和 ２ 年 度 特 例 退 職
被 保 険 者 等 に 係 る
確 定 調 整 対 象 基 準 額

調 整 金 額
算 定 率

令和２年度特例退職被保険者等に係る
確 定 調 整 対 象 基 準 額

令 和 ２ 年 度 確 定
特例退職被保険者等所属割合

当 該 精 算 額 に 係 る
調 整 金 額

令 和 ２ 年 度 特 例 退 職
被 保 険 者 等 に 係 る
概 算 調 整 対 象 基 準 額

令 和 ２ 年 度 特 例 退 職
被 保 険 者 等 に 係 る
確 定 調 整 対 象 基 準 額

当該特定健康保険組合の特例退職
被保険者等に係る調整対象基準額
（ 令 和 ２ 年 度 精 算 分 ）

－５－

（注）１円未満の端数を切り捨て

（注）１円未満の端数を切り捨て



④ ⑱

＝ （注１） × － （注２）

円 円 円

＋

「令和２年度被用者保険等保険者標準報酬総額報告書（後期支様式第２号）」により、支払基金へ報告した標準報酬総額を記入すること。

⑤ ③ ④

＝ － ×

円 円 円

（注） 諸係数については、政府予算案に基づく数値であり、予算編成のための暫定数値である。

（注２） 当該保険者が特定健康保険組合の場合に控除する。

調 整 金 額

Ⅳ　調整金額

令 和 ２ 年 度
概算療養給付費等拠出金

0.000065

Ⅲ　令和２年度確定療養給付費等拠出金

令 和 ２ 年 度
確定療養給付費等拠出金

算 定 率

（注１）

令 和 ２ 年 度 の 各 市 町 村
に お け る 被 用 者 保 険 等
拠 出 対 象 額 の 合 計 額

令 和 ２ 年 度 の 各 特 定 健 康
保 険 組 合 等 に お け る 拠 出 金
控 除 対 象 額 の 合 計 額

令和２年度の被用者保険等保険者の標準報酬総額の合計額

令 和 ２ 年 度
確定療養給付費等拠出金

令和２年度当該保険者の
標 準 報 酬 総 額

令 和 ２ 年 度
確 定 拠 出 率

令 和 ２ 年 度 拠 出 金
控 除 対 象 額

-0.00003759

ただし、当該控除額がプラス額となる場合、プラス額については控除の対象とはならないことから、０円として計上すること。

－６－

（注）１円未満の端数を切り捨て

（注）１円未満の端数を切り捨て



⑱

⑥
円

円 円

円

（注） 諸係数については、政府予算案に基づく数値であり、予算編成のための暫定数値である。

219,804,207,808,756

（注）小数点以下第８位未満四捨五入

令和４年度退職者医療関係業務の
事 務 処 理 に 要 す る 費 用 の 見 込 額

Ⅴ　令和４年度事務費拠出金

令 和 ２ 年 度 の 当 該 保 険 者 の
標 準 報 酬 総 額

令和２年度の被用者保険等保険者の
標 準 報 酬 総 額 の 合 計 額

×＝

139,494,000

令 和 ４ 年 度
事 務 費 拠 出 金

－７－

（注）１円未満の端数を切り捨て



別表５

     

「令和３年度日雇拠出金（概算日雇

３ 年 度 の 当 該 保 険 者 拠出金）」欄には、日本年金機構から

の日雇関係保険料の総延 ９月に送付される「令和３年度日雇

納付日数（注１） 拠出金額算出内訳書」の「本年度概

日 算拠出金額」の金額を記入すること。

４年度 ４ 年 度 日 雇 被 保 険 者 ４ 年 度 日 雇 特 例 被 保 ①　３年度日雇拠出金 ３年度日雇拠出金
日雇拠出金 に係る健康保険事業に要する 険者に要する保険料相当額 （確定日雇拠出金決算見込額） （概算日雇拠出金）

＝ 費用の見込額 の見込額 × ＋ － （注３）
千円 千円 ３ 年 度 の 全 体 の 千円 千円

日雇関係保険料の総延

納付日数
日

706,320

（注１）　当該保険者の日雇関係保険料の総延納付日数は、事業主から提出された健康保険印紙売払等報告書により算出された
　　　　令和３年４月から直近月までの実績日数に、直近月後令和４年３月までの納付見込日数を加えた日数を記入すること。

３ 年 度 の 当 該 保 険 者
の日雇関係保険料の総
延納付日数（注２）

日
①　３年度日雇拠出金 ３ 年 度 日 雇 被 保 険 者 ３ 年 度 日 雇 特 例 被 保

（確定日雇拠出金決算見込額） に係る健康保険事業に要する 険者に要する保険料相当

＝ 費用の決算見込額 額の決算見込額 ×
千円 千円 ３ 年 度 の 全 体 の

日雇関係保険料の総延

納付日数
日

706,320

（注２）　当該保険者の日雇関係保険料の総延納付日数は、事業主から提出された健康保険印紙売払等報告書により算出された
　　　　令和３年４月から直近月までの実績日数に、直近月後令和４年３月までの納付見込日数を加えた日数を記入すること。

（注）　諸係数については、政府予算案に基づく数値であり、予算編成のための暫定数値である。

令和４年度日雇拠出金（見込）の計算表

638,767

472,439

（注３）

－

－



Ｉ Ⅰ－１

Ⅰ－１

人

（別紙１）②

４ 年 度
当 該 保 険 者
病 床 転 換 助 成 関 係
事 務 費 拠 出 金 額

円

＝

＝

※　諸係数については、政府予算案に基づく数値であり、予算編成のための暫定数値である。

※　法：高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）
　　省令：高齢者の医療の確保に関する法律による保険者の前期高齢者交付金等の額の算定等に関する省令（平成１９年厚生労働省令第１４０号）

人

４ 年 度
当 該 保 険 者
加 入 者 見 込 数

人

×

４年度伸率

0.98247

２ 年 度
当 該 保 険 者
加 入 者 数

４年度病床転換助成
関係事務算定基礎額

別表６　令和４年度病床転換助成関係事務費拠出金額（見込）の計算表

　　　　　（ 被 用 者 保 険 等 保 険 者 ）

0.20

×

Ｉ　４年度 当該保険者 病床転換助成関係事務費拠出金額の算定式

Ⅰ－１　４年度　当該保険者加入者見込数

４ 年 度
当 該 保 険 者
加 入 者 見 込 数

（省令附則第24条）
（省令第21条）

（１円未満の端数を切り捨て）

（省令附則第22条第２項）
（省令第19条第２項）

（省令第19条第２項第１号） （省令第19条第２項第２号）

（１未満の端数を四捨五入）

（法附則第９条）
（省令附則第24条）

（省令附則第22条第２項）
（省令第19条第２項）



( - - )

( - - )

令和　　年　　月　　日

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金

3
現　物　給　付　分 合計 円

医
療
に
関
す
る

給
付
の
額

現　金　支　給　分 合計 円

計 合計

平均 人
加 入 者 数

被　保　険　者　数 平均 人

円

前 期 高 齢 者 で あ る
①-② 合計 円

加 入 者 の 医 療 費

2
加
入
者
数
等

加　入　者　数 平均 人

う ち 前 期 高 齢 者 で あ る

第三者納付金等
(高齢者医療担当者)

現金支給分 合計 円

収入（戻入）額

小計 ② 合計 円

① 合計 円

現物給付分 合計 円

前期綱様式第３５号（２－１）　　　　令和２年度　　　保険者別前期高齢者給付費額等実績通知書

保険者番号

現　物　給　付　分 合計 円

1
前
期
高
齢
者
給
付
費
額

現　金　支　給　分 合計 円

小　  　　計



( - - )

( ) ( - )

合　計

平　均

令和　　年　　月

令和　　年　　月

令和　　年　　月

令和　　年　　月

令和　　年　　月

令和　　年　　月

令和　　年　　月

令和　　年　　月

令和　　年　　月

令和　　年　　月

令和　　年　　月

令和　　年　　月

令和　　年　　月

計
人 で あ る 加 入 者 数 人 円 円

合　計

2　加　入　者　数　等 3　医　療　に　関　す　る　給　付　の　額

年　月 加入者数
う ち 前 期 高 齢 者

円
被保険者数 現　物　給　付　分 現　金　支　給　分

令和　　年　　月

令和　　年　　月

令和　　年　　月

令和　　年　　月

令和　　年　　月

令和　　年　　月

人

令和　　年　　月

令和　　年　　月

令和　　年　　月

令和　　年　　月

令和　　年　　月

令和　　年　　月

加 入 者 の 医 療 費 円

令和　　年　　月

①-②

円 円 円 現物給付分 円 現金支給分 円 小計　　② 円

前期綱様式第３５号（２－２）　　　　令和２年度　　保険者別前期高齢者給付費額等実績通知書

保険者番号

1　　　　　前　　　期　　　高　　　齢　　　者　　　給　　　付　　　費　　　額

年　月 現　物　給　付　分 現　金　支　給　分 小　　　計 ①
第三者納付金等収入（戻入）額 前期高齢者である



別添

前期様式第９号

令和　　年　　月　　日

社会保険診療報酬支払基金理事長　殿

C･D
保 険 者 名
及び代表者名 印

１ 医療に関する給付の額（単位：円）

計

２ 確定日雇拠出金の額

３ 確定療養給付費拠出金の額

　注　「２」及び「３」については報告を要しない。

担当者氏名

合計

１月

２月

３月

年額

確定日雇拠出金の額

確定療養給付費等拠出金の額

年額

４月

５月

６月

７月

８月

10月

11月

12月

９月

下記のとおり報告します。

第　　　号

令和２年度　法定給付費額報告書

３月

法　別 府　県 番　　号

現物給付分

　高齢者の医療の確保に関する法律（昭和五十七年法律第八十号）第百四十二条の規定に基づき、

記

保 険 者 番 号

現金支給分



別添

前期様式第８号

令和　　年　　月　　日

社会保険診療報酬支払基金理事長　殿

C･D

担当者氏名

合計

平均

２月

３月

12月

１月

10月

11月

８月

９月

６月

７月

４月

５月

記

区分 加入者数 被保険者数うち前期高齢者
である加入者数

保険者名
及び代表者名

印

　高齢者の医療の確保に関する法律（昭和五十七年法律第八十号）第百四十二条の規定に基づき、

下記のとおり報告します。

第　　　号

令和２年度　加入者数等報告書

保 険 者 番 号

法　別 府　県 番　　号

人人 人
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